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研究成果の概要（和文）：本研究課題の第 1 の成果として，課税のタイミングに関する従来の租

税法理論は，国庫と納税者の視点を同一視していたところ，両者を峻別することで基礎理論の

見直しを行うことができた。第 2の研究成果として，従来の租税法理論が合理的な納税者の存

在を前提としていたところ，個人の限定合理性に着目をする行動経済学の知見を援用すること

で，課税のタイミングに関する従来の租税法理論の見直しの契機を得ることができた。 

 
 
研究成果の概要（英文）： The traditional legal theories of tax law implicitly or 
explicitly assume (1) the discount rate for the government is same as that for taxpayers, 
and (2) taxpayers are rational. Through this project, I found that (1) discount rate for 
the government could be different from that for taxpayers, and (2) the traditional legal 
theories of tax law could be reinterpreted from the viewpoint of “behavioral economics”.  
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１．研究開始当初の背景 

 

租税は経済活動に対して課されるところ，

その法的枠組みは経済理論と密接不可分な

関係にある。従来の租税法学や立法実務は，
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経済学の知見を取り入れて発展してきた結

果，「合理的な納税者の観点」からのみ進め

られるとともに，納税者と国庫の立場は表裏

一体の関係であることを暗黙の前提として

展開されてきた。本研究は，従来の租税法研

究における暗黙の前提を見直すことで，課税

のタイミングに関する基礎理論の再構築と

法制度の見直しの新たな視点を提供するも

のである。 

 

 

２．研究の目的 

 

従来の租税法学は，納税者の観点のみから

検討を行うか，もしくは納税者と国庫の利得

が表裏一体であることを暗黙の前提に議論を

進めてきた。だが，納税者と国庫の利得は表

裏一体の関係にはない可能性がある。もしそ

うであれば，納税者に多大な負担を強いるこ

となく財政赤字を解消できる租税法規の導入

が可能となる。本研究は，上記の問題意識の

下，立法論的視座から，金融所得への課税を

題材として「課税のタイミング」に関する基

礎理論と法的構造の抜本的な再構築を図るこ

とが本研究課題の目的である。 

具体的目標は，(1)現実に政府が使用してい

る割引率を調査するとともに，(2)理論面から

国庫にとって適切な割引率を検討することに

より，（3）割引率の観点から納税者と国庫の

視点を峻別した上で，課税のタイミングに関

する基礎理論の再構築を行い，（4）金融所得

課税の望ましい制度を検討することである。 

 

 

３． 研究の方法 
 

 上記の具体的目標に則して，本研究課題は，

次の 4段階により遂行される。本研究は主と

して，文献調査および聞取調査の手法により

遂行される。 

(1)第１段階【記述的検討】では，米国，

ニュージーランド，豪州の各国について，ま

ずは文献調査の手法により各行政機関が現

実の予算過程・決算過程・政策過程において

どのような割引率を採用しているのかを横

断的に調査する。第 1段階の研究については，

主として文献調査および聞取調査により遂

行する。 

(2)第２段階【規範的検討】では，国庫（政

府）は，私的部門よりもリスクに対して優位

にあるのか否か，そしてどのような割引率を

予算過程・決算過程・政策過程において採用

するべきかについて，理論的検討をおこなう。 

(3)第３段階では，第１段階・第２段階で

得た国庫の割引率に関する知見を基に，政府

（国庫）と納税者の視点を峻別することで，

課税のタイミングに関する租税法の基礎理

論の検討・再構築をおこなう。そして，どの

ような場合に課税繰延や即時損金算入を認

めれば，市場の経済活動を抑制することなく，

政府（国庫）にとってより多くの税収をもた

らすことができるかを検討する【国庫の視

点】。また，「国庫の視点」と並行して，「納

税者の視点」からの考察も進める。従来の租

税法学は「納税者の視点」から議論をする場

合には，合理的な個人を前提としてきた。し

かし，現実の個人はバイアスや近視眼的思考

により，長期的には不適切な選択を行うこと

が実証的に知られている。そこで限定合理的

個人を扱う分野である行動経済学の知見を

活用し，租税法理論の検討および再構成を遂

行する。【納税者の視点】 

(4)第４段階では，第３段階より得られる

割引率の知見を活かし，課税のタイミングの

観点から，望ましい金融所得課税制度を立法

論的視座から検討する。 

国内外の研究会・セミナー等で積極的に報



 

 

告を行うことにより，研究者からフィードバ

ックを受け入れる。以上が本研究課題の研究

方法である。 

 

 

４．研究成果 

 

(1)本研究課題の研究成果として，上記研究

方法の第1段階【記述的検討】および第2段階

の【規範的検討】において，各国政府が財政

過程，決算過程および政策評価において現実

に用いている割引率とその背後に存在する考

え方（時間枠組みのとらえ方）を明らかにす

るとともに，政府が予算・決算・政策分析の

各過程において割引率を選択する際に考慮す

べき要素に関する知見を得ることができた。

この点に関連する研究成果として，①神山弘

行「財政赤字への対応～財政規律と時間軸（複

数年度予算・発生主義予算）」ジュリスト1363

号（2010年）12～20頁，および②神山弘行，

「財政法におけるリスクと時間～Contingent 

Liabilityとしての公的債務保証～」フィナン

シャル・レビュー103号（2011年）24～46頁を

公刊した。今後の課題として，本研究課題で

得られた理論的知見をもとに，各行政庁が執

行可能な現実的な制度設計を提言する必要が

ある。 

この点について，米国ハーバード・ロース

クールを訪問し，Louis Kaplow教（租税法，

法と経済学）およびHowell Jackson教授（財

政法）との議論を通じて上記の分析をさらに

精緻化することができた。 

(2)上記研究方法の第3段階に関する研究成

果として，個人の限定合理性に着目をする行

動経済学のレンズを通してみると，伝統的な

租税法理論（とりわけ所得課税に関する基礎

理論）に関して，従来とは異なる「新たな理

解」が可能であるとの知見を得ることができ

た。この点に関する研究を，①第39回租税法

学会・研究総会〔神山弘行「アメリカ所得税

制の最近の動向と課題」（2010年）〕，②北

海道大学グローバルCOE多元分散型統御を目

指す新世代法政策学・法の経済分析研究会〔神

山弘行「租税法と行動経済学～租税政策学の

観点から～」（2010年）〕，③神戸大学大学

院法学研究科ELSワークショップ〔神山弘行

「最近の租税法と経済学に関する研究」（2010

年）〕において報告するとともに，論文とし

て④神山弘行「租税法と「法の経済分析」～

行動経済学による新たな理解の可能性～」金

子宏編『租税法の発展』（有斐閣・2010年）

315-336頁，および⑤神山弘行「アメリカ所得

税制の最近の動向と課題」租税法研究39号

（2011年）15－38頁を公刊した。行動経済学

の知見から租税法理論を再検討する試みは，

国内において未だ草創期の段階にあるものの，

国外においては台頭しつつある分野であると

ころ，国内においてお今後発展していくこと

が期待される。今後の展望として，個人の限

定合理性の観点から，租税法における個別の

法理論の再検討・再理解し，より現実にそく

したものとするために再構築することが望ま

れる。 

(3)上記研究方法の第4段階に関して，現行

所得税法は，執行上の便宜から「実現主義」

を採用しているところ，恣意的な租税負担軽

減の一因となっている。これに対し，毎年度

資産の時価を評価したうえで課税を行う「時

価主義課税」が提唱されるものの，時価評価

が困難な資産については実効性が確保できな

い。そこで，本研究の割引率に関する基礎理

論の知見を活かす形で，「投資期間全体の利回

り」に着目をした課税制度の検討を行った。

この課税方法は，実現主義同様に資産の売却

時に課税を行うことで時価評価の困難性を回

避しつつ，時価主義課税同様に課税繰延の恩



 

 

恵とそれに起因する租税負担軽減の恩恵を排

除するという利点を有する。そして，実現主

義課税は所得税法が理念型とする「包括的所

得概念」から乖離しているところ，この課税

方法は包括的所得概念により忠実な課税の執

行を可能とするものと期待される。この点に

ついて，①神山弘行「対外間接投資と課税繰

延防止規定」フィナンシャル・レビュー94号

（2009年）123～148頁において導入的考察を

おこなっている（なお同論文は，本研究課題

申請後に執筆し，申請交付決定以前に投稿を

したものであり厳密には本研究課題の研究助

成を受けて執筆された論文ではないが，実質

的には本研究課題の一部を構成している点を

付記しておく）。この点については，米国ハー

バード・ロースクールのDaniel Halperin教授

（租税法）およびAlvin Warren教授（租税法）

との議論を通じて，理論を精緻化することが

できた。今後の課題としては，上記理論に基

づく課税を，現実的に執行可能な法制度にす

る場合に幾つかの問題点が存在するところ，

同問題を解決する手法を模索する点にある。 

第１段階～第4段階の研究成果を統合した，

本研究課題の総合的な成果として，②神山弘

行「租税法における年度帰属の理論と法的構

造～政府と納税者の視点の峻別～」法学協会

雑誌128巻10号以下（2011～2012年）において

論文の連載を予定している。 
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